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平成26年度中央労災補償業務監察結果に基づくチェックリストについて

迅速・ 適正な労災補償業務の運営のため、従前より中央労災補償業務監察結果報告書

と局署の事務処理とを照らし合わせて自局の問題点等を検証し、改善すべき事項は確実

に改善するとともに、事務処理の留意点を労災担当職員に周知 ・徹底するよう指示して

きたところである。

しかしながら、中央労災補償業務監察においては、毎年同様の指摘事項が生じている

ことに鑑み、 別添のチェックリス トを作成したので、下記により局署の事務処理の検証

を実施されたい。

記

1 実施対象

労災補償課及び各労働基準監督署

2 実施方法

局署別のチェック リストに基づき、局及び全署にて各項目の取組（事務処理）につ

いて管理者が事務処理状況を確認の上、記載し、適正な取組を確認する。

なお、地方労災補償業務監察等で把握した事項についても、必要に応じて自由追加

欄に盛り込む等により確認すること。

検証の結果、問題点が認められた場合には改善措置を講じ、その内容を改善措置欄

に記載し、適正な事務処埋を徹底すること。

また、暑にあっては、検証結果に基づく必要な改善措置を記載したチェックリスト

を局へ提出すること。

3 検証結果の確認

局は、署から提出されたチェックリストに基づき、改善を要する問題点について必

要な改善措置が講じられているか確認し、必要な指示を行うこと。

なお、局署全体の検証結果については、労災補償課長が取りまとめるとともに、労

働基準部長に報告すること。

4 継続的な検証の実施

本検証は、 一回限りのものとせず、改善措置が継続的に実施されているか定期的に

確認すること。
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平成26年度中央監察結果に基づく労災補償業務チェックリスト【局】

検証項目 自局の取組状 況 適正な 取 組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検鉦結果

1 基本的な事務 処理の徹底状況

－本省留意通達、中央・地方監寮の結果や業務指導を通じて犯握 （記載例）
（記厳例）

（記載例）
した課題等を踏まえ後討した案について、箸から意見を徴した上

次年度の実施計画の策定に当たつで3月末までに策定し、通知する． ①中失監事需給果報告書における他
(1) 局業務実総計画（要 ・策定に当たっては、労働基準部長、労災補償課長を始め労災管 局の事例や各署の問題点を踏まえ ては中央監察結果報告書とともに各

領）の策定及び通知 本省留意通達及び地方監望書結果級告書等を踏まえて検討 理関塗官、労災繍償監察官等、局の労災繍償業務を担当するす ていない． 署の事務処理状況の検笹結果を踏
した案を署に示し、各署意見を踏まえて3月末に策定し、4 ベての総員の共通認機に基づくこと ②策定に係る検討の開始が2月から まえた肉容とすることとした。また、年
月に各署長あて通知したa ［参lj-J と遅れたため、年度内に各署長あて 1l肉に各署長あて通知できるよう、

平成20年度本省f:'｛怠通達 CH20.2. 25J;i;·Jn買~02250011}) 通知できていない。 策定に係る検討を遅くとも1月から開
始することとした。

①所2草案務の担当者を漏れなく定める（事務分掌及び決議の順
序を定めた文書と実際に事務処理を担当している者が異なること
なくけん制体制を確保）

事務分掌及び決裁の ②③＠事基諜案担当者以外の者を入力担当者に指定
(2) 順序を定めた文書の 準音n：！：に提出し説明するとともに関係膿員に周知

作成及び定期的なlit 長による四半期ごとの文書に基づく業務実施状況の定期的
認等 確認等

［参与］
「 l:llill府~.~·m動向における労災補償業務の適正な実施等につ

いてJ CHl9. 7. 20落労相i~ヨ：01200011}) 

①事務処理の流れを犯鍾できるリストを作成し、受付から支払等
までの進惨状況を組織的に管理

(3) システム化されていな
②管理者は月1回以上、事務処理の流れを把握できるリストを確

認し処理の遅れに対して具体的に指示
い申請書の管理

［参宅］
①②平「J1li.23年度本省関怠通達(H23.2. 25J;l;)J党0225宮'i2り）

労災保険給付事務取扱下引J(H25. 10. 21 活発1021第11})

①②処局管理者は毎月決裁を行い、処理状況を抱握
理の大幅な遅延文はそのおそれを認めた場合には、その原

因を明らかにした上で、期限を付した具体的な指示

(4) 未処理事案リスト等の
③当餓指示事項の実施状況を期限到来後直ちに確認し、指示事
項が朱実施の窃合にはその理由を確認し、期限を付した必要な再

活用
指示
［参与］

①平｝J比例年度本省f1'I窓通達 <H24.2. 23;;1;・Jjmnomm 1乃）
②「•JJ’災保険給付事務取扱下•JIJ (H25. 10. 21活発1021m1f;・1 

《自由追加繍》

（注）検証項目の空棚 に は本省留意通達 及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜 追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の渇合具体的に） 改善措置 その後の検鉦結果

2 リスク評価に基づく書類等の管理

①管理者（課長文は補助者）が管理簿に使用・返却の都度記載し
て管理

②③④⑤施庁庁返却時のデ－~削除の確認徹底
錠できる保管庫で管理
舎内でのデーヲ移動等一時使用のみ可
舎外使用は、説明会等での使用における個人情報が記録さ

れていない場合に限られており、聴取書作成等のための庁舎外
持ち出しは厳禁
⑥医療機関等から収集した函像所見等を収録した外部電磁的犯

(1) 外部電磁的記録媒体
録媒体の保管、管理簿への記舷及び持出しの管理
⑦分庁舎で使用する外部電磁的記録媒体は、補助者を置き、管の使用及び管理
理簿によりその使用状況を管理
［参~－ ］

① 『「労災保険関係，I）額のリスク評制IiにJi!;づく対策の導入に
ついてJのー泌改正について』 <H26. 3. 24Jili'.i'J発0324第l刀）
②「労災保険関係，I）新等のリスク評価に基づく対策の導入に
ついてJ <H22. 12. 27J正労発1227第lq) 
③「労災保険関係，！？節等のリスク評価に基づく対策の儲－~点
について」 <H22. 12. 27基労補発1227第3~ }) 
④「労働基準行政的報システム ・労災行政的報管I'Mシステム
i豆flJ管埋ti官iJ (H25. 4. 26基発om宮171})

①受理した請求書及び申請書は直ちにシステムに登記できるもの
を除き収受の実績を文書に記録
②業務終了後、職員が個人的に管理している机等に保管せず、

(2) 処理中の請求書等の
所定の保管場所に保管するとともに他の文書と混同することを防
止する措置を講じる保管
［参与］

①「労災保険関係，I｝類等のリスクdff1lliに本づく対策の導入に
ついてj <H22. 12. W;t.;'.i］発1227第JI})
②「'Ji災保険給付事務l伐鍬下号IJ(H25. 10. 2JJit~1021;;fiJI}) 

①重要度が最高の書類等の廃棄については、管理者を含む複数
名で行い、廃棄の期日・廃棄の事跡を管理簿に記載
②重要度が高い又は普通の書類等の廃棄については、管理者又
は補助者と担当者の複数名で文書の選別

(3）書類等の廃棄 ［参与］
①「労災保険関係，I/tr]等のリスク評世Iiに落づく対策の導入に
ついてJ <H22. 12. 27活·；；；~1227第lI}) 
②「：刀災保険関係~｝類等のリスクN和Iiに基づく対策の儲怠点
についてJ <H22. 12. 27Jit労補発1227郊31-})

《自由追加繍》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無｛有の場合具体的に） 改善措置 その後の検tiI結果

3長期未決事案発生防止及び解消対策

(1）調査計画の策定等

調査計画書に事業の決定までの完結目標目や必要な調査項目

① 事案の決定まで
が2量定されていない、文I主、初動調査の実路時期が適当でない事

の完結目標目、必要
案については、実効ある間資計画書を作成するよう署長に対して

な祖査項目及び初動 文書による期限を付した具体的な指示を行い、期限到来後直ちに

翻査の実施時期 指示事項の実施肉容を確~
［参与］ （以 ド、 UJIJl.-lにik事案対策にJ~j凪）

各），，jの労災者tlfrC長務:A!施，,ll・11hj（~飢｝等

②精神障害事案以
精神障害事案以外で受付後3か月を経過し、なお処理に相当期

外で受付後3か月を経
聞を要する事業については、事業の処理状況を確認し、調査計画

過し、なお処理に稲当
書を策定する等、精神障害事案に準ずる取級を行うよう、署長に

期間を要する事案
対して文書による期限を付した具体的な指示を行い、期限到来後
直ちに確認

③ 調査計画書の変
調査の遅延等により当初作成した調査計図書の変更を要する事

更
案については、署長に対して文書による期限を付した具体的な指
示を行い、期限到来後直ちに確mし内容を点検

(2）進行管理

処理経過簿への未配置E、署管理者の街示がないこと及び毎月行
うべき事案倹討会の未開催など進行管理の不備により処理が遅

① 署管理者の指示 延している事案については、処理経過簿への記臓の徹底と署管
等 理者が進行管理を適切に行うよう、署長に対して文書による期限

を付した具体的な指示を行い、期限到来後直ちに確認
必要に応じ基準部長から署長に対する直接指導の実施

調査未着手、初動綱査の遅延及び取りまとめに長期間を要してい
② 調査未着手等処 る事案については、署管理者が進行管理を適切に行うよう、署長
理の遅延 に対して文書による期限を付した具体的な指示を行い、期限到来

後直ちに確認

局から署に対して行った指示・指導については、処理経過簿への
記載の徹底と署管理者が進行管理を適切に行うよう、署長に対し

③ 指示・指導のIi!銀
て文書による期限を付した具体的な指示を行い、期限歪IJ来後直ち
に確認
なお、局においても署への指示事項等の事跡を明らかにしてお〈
こと

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検liI結果

4 費用徴収に係る事務処理状況

滞納事業場リストや死亡・軍大災害発生事業場リスト等を定期的

署からの報告漏れを
に担短し、署からの級告が漏れなく行われているか確認

(1）防ぐための該当事案 I参J雪1
の把握方法 ①②平平成26年度本省ft{窓.illii童 rn26.2. 4n11・~0204Zil I乃｝

/il¥24年度本省ft{怠.illii童 <H24.2. 23J,l;"/J発0223第J¥j)
③「•'jJ’災保険給付lj(fJIJ＆~止下引J Ul25. 10. 2 JJ主党1021第lI〕）

①局管理者は、事務処理の流れを管理できるリストを定期的に決
裁し進惨状況を把握

事案の進行管理によ ②把握した事業について速やかに費用徴収絞当の有無を決定
(2）り判断が遅延しないよ ［参4・］

うにしているか ①②平平成26年度4:省f.'l.U:i迅速 (H26.2. 41,t;労先日20」mtr;-> 
lil¥24年度本＇(jft｛怠泌i童（H24.2. 23J,t;労発0223第If})

③「労災保険給付事務l阿佐下づIJ倒25.10. 21 J,t;発1021第 JI})

①②③進事債権管理計画の策定
捗状況を組織的に管理｛担当者任せにしていない）

徴収決定後の納入管 案ごとに納入管励や時効中断指置等の処理状況の事跡が
(3）励、時効中断指置及 feltされているか確認

ぴ管理者の進行管理 ［参与］
①平成26年度本省ft{，立通達（H26.2. 4J日ij~020~Zil Ir}) 
②平1£22年度本省官'l.U:i泊i童 (H22.2. 25J正'.i"J~0225第い｝）

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無｛有の場合具体的に） 改善措置 その後の検駈結果

5 第＝者行為災害に係る事務処理状況

初回分i立給付後速やかに局に対して通知すべきところ数か月分
まとめて通知されたり、 2回目以降が四半期ごとに取りまとめ当歓
潮来の翌月末日までに通知されていない等、不適切な場合、署に

保険給付（求償権取 対して所定の期固までに通知するよう指導
(1）得・債権発生）通知書 ［参与］

の通知時期 ①② ③ 平）i£26年度本'i'if.'l.U:泊i童<H26.2. 4)it'/J’発0204第l号）
「労災保険給付司q先取扱下•J I J (H25. JO. Wit発1021第l~｝） 
rm三.／ffj／..~災省事務取扱下引J (Hl7. 2. l:Ji!i~第0201009

①償倦の把握の時期、徴収決定の有無（有の場合はその時期）、
納入告知の有無（有の場合はその時期｝及び消滅時効の完成田
を一覧できるリストを作成

(2) 徴収決定に係る事務
②局管理者は月1回当骸リストを決毅し、消滅時効が完成するこ
とがないよう組織的に進妙状況を把催し、処理の遅れが認められ

処理の進行管理
る場合は担当者を指場
｛参与］

①②平「成26年度本省WI忍jlfi逮 (H26.2. 4J;l;'./J発0204第lr;-) 
労災保険給付事務l制民T"JIJ(H25. 10. 21Jt~l0211:ilif}l 

①第二当事者が不明である場合、判明するまで、もしくは処理を
完結するまでは、求。U！し俊えに歓当する事案と同織に債権管理
②時効完成に至るまでの聞は、少なくとも年1回は所在調査のた

(3) 第二当事者が不明の めの1昔置
場合の追跡調査 ［参与］

①「第三.；mゐ災主主司E務11~！段下引J 倒17.2. I J正先立¥020I 009 

② r1m括管f'I!事務取扱-P•J I <H 13. 3）」

①収納未済債循については、毎年度、債権ごとに、その回収方
j去、納入管励の手法、 術ずべき時効中断指置、これらを実施する
予定時期等を明確にした償梅管理計画を策定
②債権管理計画にl立、償縫の収納状況や時効中断1昔置又は納
入管動の実絶状況を把握Eできるリストを添付

③＠局事管理者は月1回当銭リストを決重量

第三者行急災害に係
案ごとに納入管励や時効中断1昔置等の処理状況の事E容が

記織されているか確認し組織的に進妙状況を管理
(4）る鍋害賠償金債権の

⑤時効中断f昔置の漏れがないよう担当者を指導
管理

⑥外部委託による管促状の発送、債務省への未納案内、行方不
明者に係る実地調査の積極的な活用
⑦300万円以上の高級債織の弁隆士等による回収集務委託の積
極的な活用
［参与］

①平成26年度本'i'if.'l.U:泊i童 <H26.2. 4)i!;•Jj発020~第I~｝）
②「労災保険給付事務llX！且下引」 (H25.10. 21港発1021第P})

《自由追加繍》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検笹結果

6 審査請求事案

労災補償課長は、毎月「審査請求処理計画・処理経過簿JIこより
審査請求事業ごとの進惨状況を把怪し、処理が遅延している場合

(1) 審査請求事案の進行
には、労災補償~家官等と検討を行い審査官に対して助言等を
行うとともIゴ審査請求処理計画・処理経過簿Jに事跡をti!量産管理
I参 ~ J

①② 平成26年度ノド＇uftl窓i且i童 (H26.2. 4J~労発020~第PJ)
平成22年度本tlftl窓通達 <H22.2. 25J;t;労~0225J.ill 乃）

審査請求受理後3か 審査官が審査指求人に対して処理状況等を丁寧に説明 （処理経
月を経過するも決定し 過簿に事跡をti!鍛）

(2) ていない場合の審査 I参号］
請求人への対応 平成22年度本省官’I怠Jll.ii童<H22.2. 25 Jili'.iJ先0225第I~｝）

審査官が棄却又は却下する場合（特に脳・心繊疾患事菜、精神障

棄却又は却下する場
害等事案、長期間を要した事業）については、必要に応じて、請求

(3）合の審査請求人への
人に対し決定の理由等をできる限り分かりゃすく、懇切・丁寧に説

対応
明
1参J雪】

平成22年度.-1.:t宣告'LU:illi途 <H22.2. 25）事労~0225第P})

《自由追加繍》

フ監察関係

署の業務運営上の問題点の把緩や効率的な監察に資するよう、
監察方針、監事事項目及び実施時期等について、関係各部課室長
も参画の上、行政運営方針、 業務実施計画、地方監察及び中失

川 監察計画の策定 監察の結果等を踏まえた＋分な検討を行い、前年度末までに策
定
［参考］
「i也}j労災~i目的舷然官依然f音量i·J <H24. 3. 28:1主党0328買18~｝） 

①毎年閉じ月であるような容易に想像できるものとならないよう考
慮した通信監察・机上監理害対象月の検討

(2）通信監察等の実施
②③ 机上監察について、原則として実地監察の前に実施

通信監繋対象とした締求人の居所が不明の場合、公約機関か
らの戸籍収集等により追跡調査し、不正受給の有無を確認
［参与］

平111<:22年度本省鮒窓illii童<H22.2. 25J;l;'.i／発0225第Pi)

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



7 I 28 

検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検tiI結果

①実地監察の終了後、監察官l立、監察結果の概要を局長及び関
係部課室長に速やかに口頭報告
②監察の実施後、是正改善を必要とする事項について、速やかに

地方監察実施結果の 関係部課室長を交えて内容を倹討

(3) 報告、是正改善事項
③当年度に実施した監察の結果については、関係部課室長を交
え検討の上、監察結果報告書として問題点について原因と対策にの検討体制及び監察
ついて具体的な意見を添えて年度内に取りまとめ、職員へ通知結果の取りまとめ
［参与］

①② 平成22年度本省官f怠通達 (H22.2. 25）~＇.／i’~0225Zil I : } ) 
f地点労災補償監察官院察箔針J (H2~. 3. 28:Jili~0328Zi'l8 

中央~察で指嫡され
(4) た事項（局及び署）に 同ーの不適切な事務処理防止のため、是正改善治置が継続して

係る是正改善指置実 実施されているか定期的な確認
施状況の確認

《自由追加繍》

8 職員研修の実施

・着任前の実施が望ましいが、国難な場合は着任後速やかに実
施
－中央監察で指摘された問題点とその原因
・地方監察や業務指導を通じて把渥した課題
－局業務実施計画に定められた署管理者として徹底すべき事項

(1) 新任の署長・次長研
（長期未決事案の発生防止と早期解消に対する進行管理の具体
的方法）

修の時期、 内容、時間
（中央監察での指嫡は従前より説明時間を最低限1時間以よ確保
としているが、これは最低限であり上記項目の説明に必要な時間
を確保のこと）
［参与］

①平成26年度本省f.'{窓通達 rn26.2. 4J~·1rno204m 1 r, > 
②平成23年度本省f;'f窓通達 (H23.2. 251'1;'.1.f発0225買)21})

－常任前の実施が望ましいが、図難な場合は着任後速やかに実

施
－中央監察で指繍された問題点とその原因
－地方監察や業務指導を通じて把握した課題
－当該署における重点課題

新任の労災担当課長 －局業務実施計画を踏まえた労災担当課長としての役割とその事
(2）研修の時期、内容、時 務

問 （中央監察での指簡は従前より説明時間を最低限3時間以上確保
としているが、これは最低限であり上記項目の説明に必要な時間
を確保のこと）
［参与］

①②平平成26年度本省間怠jfil途 （H26.2. 4落労允0204第lf}) 
成23年度本省儲窓通達 <H23.2. 251~労発0225Zil2 乃）

労災業務OJTマニュアル等に基づき実地訓練の計画的かつ確実
初めて労災補償業務 な実施

(3) に就く者に対する研修 I参J雪〕
平成26年度本省官＇｛怠通達 (H26.2. 4J正:11~0204ZilI:}) 

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



8 I 28 

検証項目 自局の取組状況 適正な取組 問題点の有無｛有の場合具体的に） 改善措置 その後の検紐結果

《自由追加欄》

《自由追加欄｝

《自由追加綱》

《自由追加綱》

《自由追加凋》

． 
《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



9 I 28 

平成26年度中央監察結果に基づ、く労災補償業務チェックリスト【局】

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合5主体的に） 改善措置 その後の検証結果

1基本的な事務処理の徹底状況

（記載例）

（記載例）
次年度の実施計画の策定に当たつ（記載例）

局業務実施計画（要 ①中央監察結果報告書における他局の事例や各署の問題点を踏まえて ては中央監察結果報告書とともに各
(1) 領）の策定及び通知 本省留意通達及び地方監察結果報告書等を踏まえて検討した案を署に示し、各署 いない。 署の事務処理状況の検鉦結果を踏

意見を踏まえて3月末に策定し、4月に各署長あて通知した。 ②策定に係る検討の開始が2月からと遅れたため、年度内に各署長あて まえた内容とすることとした。また、

通知できていない。 年度内に各署長あて通知できるよ
う、策定に係る検討を遅くとも1月か
ら開始することとした。

事務分掌及び決裁の

(2) 順序を定めた文書の
作成及び定期的な確
認等

(3) ごステム化されていな
い申i青書の管理

(4) 未処理事案リスト等の
活用

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



10 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検桓結果

2 リスク評価に基づく書類等の管理
， 

(1) 外部電磁的記録媒体
の使用及び管理

． 

(2) 処理中の譜求書等の
保管

(3）書類等の廃棄

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



11 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検E正結果

3 長期未決事案発生防止及び解消対策

(1）調査計画の策定等

①事案の決定まで
の完結目標目、必要

な調査項目及び初動
調査の実飽時期

② 精神障害事案以

外で受付後3か月を
経過し、なお処理に相
当期間を要する事案

③調査計画書の変
更

(2）進行管理

① 署管理者の指示
等

‘ 

② 調査未着手等処
理の遅延

③ 指示・指導の記載

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



12 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検lil結果

4 費用徴収に係る事務処理状況

署からの報告漏れを
(1）防ぐための該当事案

の杷握方法

事案の進行管理によ
(2）り判断が遅延しないよ

うにしているか

徴収決定後の納入督
(3）励、時効中断措置及

ぴ管理者の進行管理

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



13 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検証結果

5 第三者行為災害に係る事務処理状況

保険給付（求償権取
(1）得・償権発生）通知書

の通知時期

(2) 徴収決定に係る事務
処理の進行管理

、

(3) 第二当事者が不明の
場合の追跡調査

第三者行為災害に係
(4）る領害賠償金債権の

管理

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



14 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の楊合具体的に） 改善措置 その後の検証結果

6 審査請求事案

(1) 審査務求事案の進行
管理

審査請求受理後3か
月を経過するも決定し

(2) ていない場合の審査

請求人への対応

棄却又は却下する場
(3）合の審査請求人への

対応

《自由追加欄》

7 監察関係

(1）監察計画の策定

(2）通信監察等の実施

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災
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検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検匝結果

地方監察実施結果の

(3) 報告、是正改善事項
の検討体制及び監察
結果の取りまとめ

中央監察で指摘され

(4) た事項（局及び署）に
係る是正改善指置実
施状況の確認

《自由追加欄》

8 職員研修の実施

(1) 新任の署長・次長研
修の時期、肉容、時間

‘ 

新任の労災担当課長

(2）研修の時期、内容、時
問

初めて労災補償業務
(3) に就く者に対する研修

《自白追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



16 I 28 

検証項目 自局の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検程結果

《自由追加綱》

《自由追加欄》

《自由追加欄》

《自由追加織》

《自由追加制》

《自由追加櫛》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 局労災



17 I 28 

平成26年度中央監察結果に基づ、く労災補償業務チェックリスト【署】
署

検証項目 自署の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検経結果

1 基本的な事務処理の徹底状況

(1）請求書等の即日又は翌日入力等

①②事受付当日文lま翌日入力の徹底
案担当者以外の者を入力犯当者に指定し、入力担当者以

外の入力君主止

①請求書の入力
③入力前の請求書の保管場所を特定し、入力状況を始業・終業
時に確認
［参Y;・]

①② 平成26年度小；ti'ftlな泊i主(H26.2. 4JJi'.lj発0204第P})
f労災保険給付事務取扱下づIJIH25. 10. 2 IJ.li発102IJ.ii I 

入力キャンセルの場合、当日中に繍正できない講求書について
は、保隙給付繍求書処理簿に記践し、入力できるまでの間の管
理者による管理

②キャンセルされ当 ［参考］
日中に補正できない ①② 平成24年度本＇(if({.{J:泊巡 (H24.2. 23)Ji'.li~0223>il I乃｝
場合 『労災保険給付事務取扱下づIJ似25.10. 21J.li発1021m1

③『労災保険業勝機械処I'll下づIJIH23.3.3IJ.li発0331>il3

①記厳内容を確包して受付日付印の抑印

②③不保備返戻織式による決裁

③不備返戻処理
険給付請求書処理簿への12蛾

④再提出された際、受付日付印を余白に押印
［参Y;l 
r・J.；・災保険給付事務取扱下づIJIH25. 10. 2IJJi:ifl021第P}l

(2）未処理事案リスト等の活用

①②署処管理者は定期的に決殺し、処理状況を把縫
理の大幅な遅延又はそのおそれを認めた場合には、その原

因を明らかにした上で、期限を付した具体的な指示
③当該事項の実施状況を期限到来後直ちに確認し、指示事項が

①未処理事案リスト
未実胞の場合にはその理由を確認し、期限を付した具体的な再
指示

による進行管理 I参』s・J 
①平成24年度4'tlWI窓辺途（H24.2. 23Jれij~0223第1η）
②③ 平成23年度本省m.u通達（H23.2. 25),I;労発0225百~2 乃）

『労災保険給付事務l制民下づIJIH25. IO. 21活発1021第l

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 箸労災
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検証項目 自署の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の湯合具体的に） 改善措置 その後の検m結果

①『労災就学媛訟費未支給者リスト」に基づき支給対象者漏れを
確認し、申請勧奨

②労災就学後護費未 ②「媛護費支給開始メッセージリストJI二基づき労災就学等媛護
支給者リスト等による 費の支給申請漏れの有無を確mし、未申請であることを偲握した
労災就学等径護費の 場合には、該当者に対する確認及び申諸勧奨
申請漏れの確認 ［参~J

①② 平成26年度本＇(if.LU泊途 (H26.2. 4J.よ•）i1l0204第 I~｝）
I労災保険業級機械処l'll-P引（年イk・ ー時企業務）の一部

改正についてJ <H25. 9. 17活発0917iTI3；η

①入力・審査、支給決定、支払等の事務処理の流れを把鍵でき

(3) 審査請求等で取消と
る表を作成し、進捗状況を組織的に管理
②原則として1か月以内の処理なった事案の管理
［参)5-]

平成24年度＊省WI怠泊j主 <H24.2. 23),l;•)i1l0223第い｝）

(4）リスク評価に基づく書類等の管理

①（管理担当）課長又は補助者が管理簿に使用・返却の都度記
援して管理

②③施返却時のデ－11削除の確認徹底
錠できる保管l軍で管理

④庁舎内でのデ－11移動等一時使用のみ可
⑤庁舎外使用は、説明会等での使用における個人情報が記録さ
れていない場合に限られており、鷹取書作成等のための庁舎外
持ち出しは厳猿

①外部電磁的記録媒
⑥医疲後関等から収集した画像所見等を収録した外部電磁的記
録媒体の保管、管理簿への配置E及び持出しの管理

体の使用・管理 ［参与］
①『労働J,l;llti行政情報システム ・労災行政f,'/報管l'I!システ
ム泡lJll管珂！~耳~{J <H25. 4. 26JJi1l0426iTI7 ~｝） 
② 『 ［ •）j災保険関係，1｝宮lのリスク詳例に鴻づく対策の導入
についてjの －m；改正について』 <H26. 3. 24)占労発0324iTII

③「ゾj’災保険I則係，1Hii等のリスク ~f.ijfjにおづく対策の将人
について」 <H22. 12. 27）占::ii1l1227iTI I 乃）
④ 「労災保険関係川百g草のリスク併fjfjにJまづく対策のft'{怠
点についてJ <H22. 12. 27)品分補完 1 227耳~3:n 

①受理した請求書及び申請書は直ちにシスTム！こ登記できるも
のを除き収受の実績を文．に記録
②業務終了後、勝負が個人的に管理している机等に保管せず、
所定の保管場所に保管するとともに他の文書と混同することを肪

②処理中の請求書等 止する倦置
の保管 ［参~］

① 『労災保険関係，I｝宮i~車のリスク評釧に）,Iiづく対策の導入
についてJ <H22. 12. 27 J,I;労発1227第l~｝ ） 
② 『労災保険給付事務I制民下引J<H25. I 0. 21),1;発1021m1

①重要度が最高の．類等の廃棄については、管理者を含む後
数名で行い‘廃棄の期日・廃棄の事跡を管理簿に記事E
②重要度が高い又は普通の書類等の廃棄については、管理者
又は補助者と担当者の領数名で文書の選)JIJ

③書類等の廃棄 ［参考］
① 「労災保険関係，If首l士事のリスクif.jjijに法づく対策の導入
についてJ (H22. 12. 27),1/Jj発1227iTII~｝） 
② f労災保険関係，If宮l~車のリスク持制に1主づく対策のf.'1.\1!:
点についてJ <H22. 12. 27),l;・J；補発1221m3:;->

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 適正な取組 間短点、の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検艇結果

(5）適正な給付基礎日額の算定

①給付基礎自額の算定に当たり、賃金総額に算入すべき賃金に
は、現実に既に支払われている賃金のみではなく実際に支払わ

脳・心臓疾患事案や れていないものであっても、平均賃金の算定事自発生日におい
精神障害事案の給付 て、賃金償循として認定すべきものを含めて策定
基礎日額の算定にお ②事業場における給与規定等の確認
ける時間外労働時間 ［参考］
の取扱い ①平成26年度本tiff I.ti il!H童 (H26.2. 4J;li労発0204第I:;-)

②「＇J'j災保険総付事務I制民下づIJ(H25. 10. 2 1活発 IOWi~ I

(6）請求人等への懇切・T率な対応

①請求書を受付後3か月を経過した事案｜立、担当者から処理状
況を請求人へ連絡し、その後、おおむね月1固定期的に連絡
②処理経過簿へ連絡の事実を!Cit

請求人等への処理状 ［参JS・]
j兄等の説明 ①「今後における労災保険：~ I 1事務等の改汗のi凪調lについ

② て」（H23.3. 25J~1；先0325;ii2l})
「労災保険給付事務取扱手•JI J 倒25. 10. 21活発1021第l

《自由追加綱》

2 長期未決事案発生防止及び解消対策

署管理者は、i膏求書受付後3か月経過した事案については、
①署長管理事案に準じた手法により徹底した事業管理を行い、
原則として請求書受付後6か月以内の決定を目指す
②調査計画に基づき事案処理のための期限を付した具体的な指
示を行う
③当該期限までに指示したことが実施できたか、 目的とした成果

(1) 長期未決事案発生防 は得られたかE在留し、必要に応じて的確な指示を実施する
止の取組 等的確な進行管理を実施

｛参考］ （以仏政)Vj,.jミVt'Jiお対；l'1に共通）
①平成26年度本tlftf.U通遺 (H26.2. 4Jk)ift0204第ll})
等各年度A>；省仔i，な泌述
②「労災保険給付11i.t先取扱下•JI J (H25. 10. 21J;l;ftl021;iil 

③各局策定の11務災施，i1· 1~ij (:I:!~［）等

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 箸労災
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検証項目 自署の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の犠合具体的に） 改善措置 その後の検鉦結果

署長が加わった事案倹討会を、次のとおり開催
①精神障害事案については、請求書受付後遅滞な〈（その後毎
月開催）

(2) 事案検討会の開催時
期

②精神障害事案以外については、
・i青求書受付の時点で3か月を超える見込みがあるとき（その後
毎月開催｝
· ~青求書受付当初、早期の処理が予定されたが、 3か月を経過し
たとき（その後毎月開催）

(3）調査計画書の策定

①~定すベき内容
①事業処理のために必要な調査項目や完結目標目を設定
②調査の遅延等や局から変更指示を受けた場合は速やかに変
更

②調査計画書の策定
①②過調去の同権事案の事務処理方法、事例集の内容等を参考

査の時期、項目、方法、分担等について検討を行い、事務
処理全体を通じた鍋査計画を策定

③請求書受付時点で
3か月を鐙える見込み
がある事案及び請求 請求．受付後3か月経過が見込まれる事案及び早期処理が晃
書受付当初、早期の 込まれたが3か月を経過した事案l立、その時点で判明している事
処理が予定された 項及び今後調査が必要な事項を明らかにしたうえで事案検討会
が、3か月を経過した を開催し、速やかに作成
事案の調査計画書の
策定

①処理経過簿は、署管理者が、 月1回以上定期的に処理経過簿
を決裁、事業の処理状況を確mし、期限を付した具体的な指示を

(4) 処理経過簿の決裁、
行い、期限到来後直ちにitU!し必要に応じて指示ー指導

③②事響案検討会における翁示・指導事項は処理経過簿に記載記章E
管理者は、指示・指導事項が騒行されていない場合の理由・

原因を確認の上、期限を付した具体的な指示を行い処理経過簿
に記章E

《自由追加繍》

3 費用徴収に係る事務処理状況

費用徴収に該当の可
署長は費用徴収に該当する可能性のある事案を認めた場合は、

能性のある事案の通
明らかに設当しない事案を除き、速やかに局長への通知

知
｛参考］

平成22年度本省f({怠i泊遣 rn22.2. 2s;.rn~o225m 18-l 

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検証結果

4 第＝者行為災害に係る事務処理状況

①第三者行為災害処理経過簿への記織の徹底
②署管理者l立第三者行為災害処理経過簿を処理を行った都度
若しくは定期的に決裁し、処理状況の確忽

(1）進行管理等 ［参考］
①② 平成22年度.＋tll¥'LE通達 CH22.2. 25J.li労発0225第1乃）

『第三背行為災省事務Jfj(級下づIJ倒17.2. IJ止発第0201009

初回の保険給付を行った際には速やかに、2回目以降の保険給
付については四半期ごとに取りまとめ当骸期末の翌月末固まで
に、保険給付（求償権取得債指発生）通知書による局長への通

(2) 求償事案に該当する 知
場合の通知 ［参考］

①② 平成26年度ノドでlftl.O:通達 CH26.2. 4J.li1i発0204第lワ）
「労災保険給付事務取扱手づ｜』 仰25.10. 21)~発 1 021第 l

求償差し鐙えに該当する事案と判断した場合、署長は求償権取
得・慣緒発生通知書（求償差しt空え該当草案）により、 四半期ごと

(3) 求償差し鐙えに該当 に取りまとめ、当銭四半期の翌月末日までに局長への通知
する場合の通知 ［参考］

『第三千m・::i災L益事務JI)(阪下づIJ!Hl7. 2. IJ~先~0201009

①第二当事者が判明するまで、もしくは処理を完結するまで署長
lま求償権取得・償倍発生通知書｛求償差し~え該当事案）による

(4) 第二当事者が不明の
局長への通知
②第二当.者所在調査の結果報告

場合の追跡調査 I参＞；－］
「第三千m ::i災密事務取扱下づIJ(Hl7. 2. 1),1;先~0201009

《自由追加欄》

5不正受給防止対策の実施状況

①早期に組織的な検討の上、事実確認を行い、速やかに局に報
告
②不正受給の疑いのある受給者に対しては確実な隠取等の調

不正受給の疑いのあ
査を実~
［参.＞；－］

る情報を得た場合
①平1&26年度本省併な通達 (H26.2. 4J臼J~0204mI i}) 
③ ②平成22年度..j>:~ftl窓通逢 CH22. 2. 25J,t;：；；先0225Zlil:-}) 

f労災保険給付事務I白紋下づIJ lH25. 10. 2 IJ占允1021Zlil

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 適正な取組 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検証結果

《自由追加欄》

《自由追加綱》

《自由追加4即

《自由追加綱》

《自由追加欄》

《自由追加繍》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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平成26年度中央監察結果に基づ、く労災補償業務チェックリスト【署】

署

検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検恒結果

1 基本的な事務処理の徹底状況

(1）繍求書等の即日又は翌日入力等

①緒求書の入力

②キャンセルされ当
日中に補正できない
場合

③不備返戻処理

(2）未処理事案リスト等の活用

①未処理事案リストに
よる進行管理

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検fil結果

②労災就学援護費未
支給者リスト等による
労災就学等媛護費の
申請漏れの確認

(3) 審査請求等で取消と
なった事案の管理

(4）リスク評価に基づく書類等の管理

①外部電磁的記録媒
体の使用管理

②処理中の請求書等
の保管

③書類等の廃棄

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の倹涯結果

(5）適正な給付基礎日績の算定

脳・心臓疾患事案や
精神隊害事案の給付
基礎日額の算定にお
ける時間外労働時間
の取扱い

（匂請求人等への懇切・T寧な対応

指求人等への処理状
況等の説明

《自由追加欄》

2 長期未決事案発生防止及び解消対策

(1) 長期未決事案発生防
止の取組

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検直結果

(2) 事案検討会の開催時
期

(3）翻査計図書の策定

①設定すべき肉容

②翻査計画書の策定

③1音求書受付時点で
3か月を超える見込み
がある事案及び請求
書受付当初、早期の
処理が予定された
が、3か月を経過した
事案の翻査計画書の
策定

(4) 処理経過簿の決裁、
ti!巌

《自由追加欄》

3 費用徴収に係る事務処理状況

まを用徴収に該当の可
能性のある事案の通
知

《自由追加欄》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 箸労災
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検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検iil結果

4 第三者行為災害に係る事務処理状況

(1）進行管理等

(2) 求償~~に該当する
場合の通知

(3) 求償差し控えに該当
する場合の通知

(4) 第二当事者が不明の
場合の追跡調査

《自由追加欄》

5 不正受給防止対策の実施状況

不正受給の疑いのあ
る情報を得た場合

《自由追加繍》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災
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検証項目 自署の取組状況 問題点の有無（有の場合具体的に） 改善措置 その後の検短結果

《自由追加欄》

《自由追加欄｝

《自由追加欄》

《自由追加欄》

《自由追加欄》

《自由追加繍》

（注）検証項目の空欄には本省留意通達及び地方監察結果等を踏まえた項目を適宜追加 署労災


